


る逆転選挙区を生じたことから、これを解消するため平成１４年に議員

定数条例の改正を行い、平成１５年の一般選挙から定数は４６人となっ

た。平成１８年には、平成１７年国勢調査の結果を踏まえ、大分県行財

政改革プランに示された職員数の１割削減に倣い、議員定数も１割削減

を行うべきとの意見もあったが、職員と議員とでは同列に論じられない

こと、過疎地域に配慮する必要があることなどから、漸進的に削減すべ

きであるとの意見が大勢を占め、議員の定数については、２人減らし、

４４人となった。その後、平成２２年国勢調査の結果を踏まえ、平成

２６年に議員定数条例の改正を行い、平成２７年の一般選挙から１人減

らし、４３人となっている。

今 回 の 議 論 の ベ ー ス と な る 平 成 ２ ７ 年 国 勢 調 査 の 結 果

（１，１６６，３３８人）をみると、平成２２年国勢調査の結果に比べ、

３０，１９１人減少しており、その減少割合は、２．５２％である。こ

の減少数は、平成２２年国勢調査の結果による減少数を上回るものであ

るが、社会保障・人口問題研究所による直近の人口推計では、５年後（平

成３２年－２７年の間で▲３２，０９４人）、１０年後（平成３７年－

３２年の間で▲４０，６１０人）においても更なる人口減少が予想され

ている。しかし、この将来推計は、国を挙げて地方創生に取り組む以前

に推計されているものであることから、地方創生の取組の対策効果を見

極めた上で、地域ごとの将来的な人口動向等を勘案し、一定期間を見通

した検討をすべきである。

また、定数削減に当たっては、市町村議会議員や県・市町村職員の削

減状況を参考にしているが、その削減数は、前回の検討時に比べ、縮小

傾向にある。

さらに本県の人口と同規模の他県の状況をみると、

人口 （本県との差） 議員定数 （本県との差）

石川県 1,154,008人 ▲12,330人 ４３人 ０人

山形県 1,123,891人 ▲42,447人 ４３人 ０人

宮崎県 1,104,069人 ▲62,269人 ３９人 ▲４人

と、宮崎県を除き、本県と同数となっており、現時点では遜色はない。

なお、山形県では、平成１９年４月以降１２年ぶりに１人減の４３人

とする条例改正が行われたところである。

以上のことから、本調査会として「現状維持」という結論に至った。

なお、議論の過程で「多様な住民の意見を掌握するためには一人区は
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解消すべきである」、また「各地域の住民の声を聴くためには定数拡大

こそ必要である」との意見がある一方で、「人口減が続く中、議員定数

を減らすことは当然であり、人口が増えた場合は定数も増やせば良い。

人口が同規模の宮崎県の議員定数は３９人であり、削減が進んでいる自

治体に合わせるべき」との意見が出された。

２ 選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数について

（１）選挙区について

選挙区については、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下

「公選法」という。）により、一の市の区域、一の市の区域と隣接す

る町村の区域を合わせた区域又は町村の区域を合わせた区域のいずれ

かによることを基本とし、条例で定めること（公選法第１５条第１項）

とされている。

議論の過程では「選挙区の合区」等の意見も出されたが、「選挙区

の合区」については、課題が多いことから、慎重に検討していく必要

があり、本県の選挙区は、これまでどおりの１６選挙区とする。

（２）各選挙区において選挙すべき議員の数について

公選法第１５条第８項本文は、「各選挙区において選挙すべき議員

の数（以下「選挙区別定数」という。）は人口に比例して、条例で定

めなければならない」と規定し、同項ただし書（以下「ただし書」と

いう。）で、「特別の事情があるときは、おおむね人口を基準とし、

地域間の均衡を考慮して定めることができる」としている。

そこで、まず、人口に比例した選挙区別定数を求めると、資料１に

記載している選挙区別定数試算表の配当欄のとおりとなる。

次に、ただし書の適用の可否について検討した。

大分市に議員が集中することは、市町村合併により市町村議会議員

が大きく減少する中、特に周辺部において、地域の声が県政に届きに

くくなるとの不安を県民に抱かせることになる。このため、県民の声

を公正かつ効果的に県政に反映させるためには、地域の代表を確保す

る必要がある。

現在においても、これらの状況は継続していると考えられるため、

本調査会では、ただし書を引き続き適用して、大分市の選挙区別定数
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を５人減らし、その減じた５人を他の選挙区（日田市、宇佐市、臼杵

市、豊後大野市及び由布市）へ配分することで、過疎地域に引き続き

配慮し、地域代表者の確保を図ることで意見の一致を見た。

議員定数については、「現状維持」の４３人とする結論に至ったこ

とから、選挙区別定数についても、これまでの考え方を踏まえて、従

前どおりとする。

３ 一票の較差是正について

これまでの議員定数の協議においては、最高裁判例（昭和５９年５月

１７日等）の趣旨を踏まえ、投票価値の平等について最大限配慮し、国

勢調査の結果を踏まえて議員定数について見直しを行い、一票の較差是

正に努めてきたところである。

今回は、大分市から５人減らし、日田市、宇佐市、臼杵市、豊後大野

市及び由布市へ配分していることから、一票の較差は最大２．１５倍（由

布市の１に対して大分市の２．１４７）と前回（平成２２年）の

２．１０倍から若干拡大するものの、最高裁判例等の趣旨からは認容さ

れるものと考える。

４ 今後の課題

次回の国勢調査は平成３２年に予定されており、調査結果（速報値）

の公表は平成３３年２月が見込まれる。これまでの検討組織の設置は、

国勢調査結果の公表に合わせて行われてきた。

今回の結論は現状維持であるが、人口減少社会と言われる中、地方創

生の対策効果を踏まえ、地域ごとの将来的な人口動向を勘案して、幅広

く課題を議論し議員定数、選挙区及び選挙区別定数の在り方を検討する

必要がある。

検討に当たっては、国勢調査の結果のみならず、毎年公表される人口

動態の数値等も参考になることから、平成３１年４月の改選後、速やか

に検討組織を設置し、検討を進めるとともに、次々回の選挙（平成３５

年４月）に向けて、議論を深め結論を出すことが求められる。
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配当基数（注1） （注3）

選挙区人口／ 配当 調整 定数 全選挙区 議員１人当 備考
議員１人当たりの人口 A Ｂ C との対比 たりの人口

大 分 市 478,146 17.628 17 1 18 ▲ 5 13 2.147 36,781 13 0

別 府 市 122,138 4.502 4 1 5 5 1.425 24,428 5 0

中 津 市 83,965 3.095 3 3 3 1.633 27,988 3 0

佐 伯 市 72,211 2.662 2 1 3 3 1.405 24,070 3 0

日 田 市 66,523 2.452 2 2 1 3 1.294 22,174 3 0

宇 佐 市 56,258 2.074 2 2 1 3 1.094 18,753 3 0

臼 杵 市 38,748 1.428 1 1 1 2 1.130 19,374 2 0

豊 後 大 野 市 36,584 1.348 1 1 1 2 1.067 18,292 2 0

由 布 市 34,262 1.263 1 1 1 2 1.000 17,131 2 0

国東市・姫島村 30,638 1.129 1 1 1 1.788 30,638 1 0

杵 築 市 30,185 1.112 1 1 1 1.762 30,185 1 0

日 出 町 28,058 1.034 1 1 1 1.637 28,058 1 0

九重町・玖珠町 25,468 0.938 1 1 1 1.486 25,468 1 0

豊 後 高 田 市 22,853 0.842 1 1 1 1.334 22,853 1 0

竹 田 市 22,332 0.823 1 1 1 1.303 22,332 1 0

津 久 見 市 17,969 0.662 1 1 1 1.048 17,969 1 0

計 1,166,338 36 4 3 43 0 43 43 0

（注１）
  　配当基数とは、県全体の人口を議員定数で除した数をもって、各選挙区毎の人口を除した数値である。
  　すなわち、配当基数＝選挙区人口／（県人口／議員定数）
　　　　　　　　　　　＝選挙区人口／議員１人当たりの人口（約27,124人）

（注２）
    Ａ  配当基数の整数部分の配当
    Ｂ  配当基数１未満の選挙区への配当
    Ｃ  配当基数１以上の選挙区について、その端数の大きい順に配当

（注３）
　　公職選挙法第１５条第８項ただし書の規定により、特別の事情があるときに、おおむね人口を基準とし、
　　地域間の均衡を考慮して調整するもの。

（国勢調査確報値（平成27年10月1日）による）

選　挙　区 国調人口

選　挙　区　別　定　数　試　算　表 資料 １

配当方法(注2)
議員１人当たりの人口較差

現定数 増減
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議員定数問題調査会 開催経過

第１回 日 時：平成28年12月 6日（火）

議 題：設置運営要領の報告、会長及び副会長の選任、

議員定数等調査概要

第２回 日 時：平成29年 3月10日（金）

議 題：総定数、選挙区の区割り、選挙区ごとの定数、

議員１人当たりの人口較差

第３回 日 時：平成29年 6月13日（火）

議 題：総定数、選挙区の区割り、選挙区ごとの定数、

議員１人当たりの人口較差

第４回 日 時：平成29年 9月14日（木）

議 題：会派からの意見、定数シミュレーション

第５回 日 時：平成30年 2月13日（火）

議 題：会派からの意見

第６回 日 時：平成30年 2月20日（火）

議 題：報告書（素案）について

第７回 日 時：平成30年 3月 2日（金）

議 題：報告書（案）について

第８回 日 時：平成30年 3月 8日（木）

議 題：報告書の決定
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議員定数問題調査会 委員名簿

（平成２９年６月１３日現在）

会 長 近 藤 和 義 （自由民主党）

副会長 玉 田 輝 義 （県民クラブ）

委 員 衛 藤 博 昭 （自由民主党）

委 員 大 友 栄 二 （自由民主党）

委 員 毛 利 正 徳 （自由民主党）

委 員 油 布 勝 秀 （自由民主党）

委 員 元  俊 博 （自由民主党）

委 員 守 永 信 幸 （県民クラブ）

委 員 尾 島 保 彦 （県民クラブ）

委 員 河 野 成 司 （公 明 党）

委 員 荒 金 信 生 （自由民主党〔党籍なし〕）

委 員 堤 栄 三 （日本共産党）

委 員 桑 原 宏 史 （おおいた維新の会）

注：〔 〕書きは識別のための表記
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